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事 業 名 称 松江市における空き家対策推進研究プロジェクト 

事業主体 名 一般財団法人 島根県建築住宅センター 

連 携 先 

松江市における空き家対策推進研究プロジェクト（(公社)全日本不動産協会島
根県本部、松江宅建センター、中国税理士会島根県支部連合会、島根県司法書
士会、島根県土地家屋調査士会、島根県弁護士会、(一社)島根県建築士会松江
支部、松江住まいづくり協会、(一社)島根県産業廃棄物協会、(福)松江市社会
福祉協議会、松江市（歴史まちづくり部建築指導課）、島根県土木建築部建築
住宅課（オブザーバー）、株式会社市浦ハウジング＆プランニング福岡支店） 

対 象 地 域 島根県松江市 

事業の特 徴 

空き家及び近い空き家になる可能性のある住宅の所有者、管理者又は相続予定
者等が抱える多様な問題・課題に適切に対応するため、次の取り組みを一連の
プロジェクトとして総合的に展開する。 

ＰＪ１ ／ 相談窓口と相談員の連携体制づくり、 
ＰＪ２ ／ 空き家相談の担い手づくり 
ＰＪ３ ／ 空き家相談の場・機会づくり 

成 果 
① 空き家相談窓口連携体制の構築（周知パンフレット） 
② 空き家相談業務支援ツールの作成（意思決定支援ソフト、ガイドブック） 
③ 空き家相談員の登録・研修制度の整備 

成果の公表先 事業主体ＨＰで公表 http:// www.shimane-bhc.or.jp/ 

 

１．事業の背景と目的 

人口減少・高齢化等に伴い空き家（特に利用目的のない空き家）が増加する中で、空き家所有

者等の多様な問題・課題に適切に対応するため、松江市をモデルとして、関係機関が連携した空

き家相談体制の整備、空き家相談員の確保と育成及び多様な空き家相談事業の実施に関する取り

組みを一連のプロジェクトとして総合的に展開する。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

① 事業の概要                 

本プロジェクトは右図

に示す３つのプロジェク

ト（以下 PJと称する）の

の取組みを実施する。 

具体的な内容は、「（２）

事業の取組詳細」による。 

 

 

 

 

 

 

  

事業報告書（完了報告添付資料） 別添資料３ 

図１ プロジェクトの構成 

１）PJ1／地域の専門家との連携体制の構築

① 空き家相談ネットワークの検討
総合相談窓口と専門相談窓口等の連携、総合相談窓口内の相談連携

② インターネットを活用した相談支援システムの整備

H30はシステム開発方針の検討

２）PJ２／空き家談員育成・支援

① 空き家相談業務支援ツールの作成
空き家所有者等意思決定支援ソフト、空き家相談員支援ガイドブック

② 空き家相談員の育成

空き家相談員登録制度・空き家相談員スキルアップ研修制度の実施

３）PJ３／多様な空き家相談事業の実施

① 既存相談窓口での相談対応の強化
空き家相談窓口の周知（チラシ配布）、空き家総合相談機能の強化

② 多様な相談・啓発機会の提供

ネットを活用した多様な相談機会の提供、空き家相談イベントの開催
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② 検討体制 

下表の検討体制を構築し、検討を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 実施スケジュール 

検討会は計４回開催した。また、平成 31年２月 22日に「空き家相談員研修会」を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真１ 第１回検討会 表１ 松江市における空き家対策推進研究プロジェクト検討会委員名簿 

写真２ 第４回検討会 

平成31年度

8月 9月 10月 11月 12月 1 2 3 4月～

①空き家相談ネットワーク
の検討

・住宅総合相談窓口、関係団体窓口との連携のあり方検討

・空き家総合相談員、空き家相談員との連携のあり方検討

②インターネットを活用し
た相談システムの整備

・住宅相談支援システム開発方針検討

⑤空き家相談業務支援
ツールの作成

・空き家所有者等意思決定支援ソフトの開発

・空き家相談員支援ガイドブックの作成

②空き家相談員の育成 ・登録制度

・研修の実施

①既存窓口での相談対
応の強化

・空き家相談窓口の周知

・空き家問題に関する総合相談機能の強化

②多様な相談機会の提
供

・インターネットを活用した多様な相談機会の提供

・空き家相談・啓発イベントの開催

③インターネットを活用し
た相談システムの整備
（再掲）

・既存の相談体制と連携した松江市モデルの検討

・報告書の作成、インターネット上での成果の公表

検討会（第１回10/31、第２回11/29、第３回12/27、第４回2/6） ● ● ● ●

ステップ
平成30年度

取組内容 具体的な内容（小項目）

地域の専門
家との連携
体制の構築

空き家相談
員育成・支
援

多様な空き
家相談事業
の実施

成果のとりまとめ・公表

検討会の開催

表２ 実施スケジュール 
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④ 作業の役割分担 

検討会に提示する検討資料は、右表に示す役割分担により実施した。 

また、空き家相談員支援ガイドブックの作成にあたっては、その記載内容について、弁護士、

税理士などの各専門家委員や松江市のチェックや内容・表現等の精査を行った。 

  

 

取組内容 具体的な内容 

（小項目） 

担当者 

（組織名） 

業務内容 

地域の専門家

との連携体制

の構築 

 

①空き家相談ネ

ットワークの

検討 

市浦ハウジング＆プランニ

ング福岡支店 

島根県建築住宅センター 

・住宅総合相談窓口、空き家専門相

談窓口、団体相談窓口との連携の

あり方検討 

・空き家総合相談員、空き家相談員

との連携のあり方検討 

・既存の相談体制と連携した松江市

モデルの検討 
 ②インターネッ

トを活用した

相談システム

の整備 

市浦ハウジング＆プランニ

ング福岡支店 

島根県建築住宅センター 

・住宅相談支援システム開発方針検

討 

 

空き家相談員

育成・支援 

⑤空き家相談業

務支援ツールの

作成 

 

市浦ハウジング＆プランニ

ング福岡支店 

島根県建築住宅センター 

・「空き家所有者等意思決定支援ソ

フト」の開発 

・「空き家相談員意思決定支援ガイ

ドブック」の作成 
 ②空き家相談員

の育成 
島根県建築住宅センター ・空き家相談員登録制度の検討 

・空き家相談員登録研修会の開催 
多様な空き家

相談事業の実

施 

①既存窓口での

相談対応の強

化 

島根県建築住宅センター ・空き家総合相談窓口の周知 

・空き家問題に関する総合相談機能

の強化 

 ②多様な相談機

会の提供 

 

島根県建築住宅センター ・インターネットを活用した多様な

相談機会の提供 

・空き家相談・啓発イベントの開催 
プロジェクトのとりまとめ・公表 島根県建築住宅センター 

市浦ハウジング＆プラニン

グ福岡支店 

・報告書のとりまとめ 

・インターネット上での成果の公表 

表３ 作業の役割分担 
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（２）事業の取組詳細 

１）ＰＪ１／地域の専門家との連携体制の構築 

 

 

 

 

 

 

① 空き家相談ネットワークの検討（Ｈ30年度） 

 ①-1 空き家総合相談窓口、関係団体窓口との連携のあり方検討（Ｈ30年度）  

空き家問題に関するワンストップの相談受付、空き家対策に関するアドバイス及び専門相談

員・団体相談窓口への取り次ぎ等の業務を行う“空き家総合相談窓口”を整備し、各分野の専門

的相談に対応する“団体相談窓口”との適切な連携のあり方を検討する。 

 

ａ．住宅総合相談窓口の整備 

空き家を何とかしたいがどうしたらよいか分からない、どこにどんな相談をしてよいか分か

らないという相談者等に対して、空き家問題解決の方向性や具体化に向けた手順等に関する助

言・提案ができる総合相談窓口の整備が求められている。 

この総合相談窓口は、地域の空き家行政の主体であり住民が安心して相談できる市町村に置

くことが適切であることから、松江市住宅総合相談窓口に整備するとともに、相談ルートの複

数化による相互補完性を確保する観点から、県下全域を対象に公益事業として幅広い相談業務

を行う住宅センター住宅総合相談窓口に整備する。 

 

ｂ．団体相談窓口との連携 

各関係団体に設置されている「団体相談窓口」は、直接的な相談受付のほか、総合相談窓口

からの取次により、建物及び土地の売買・賃貸、建物の改修・リフォーム及び解体、古民家活

用及び税金・相続・登記などの専門分野に関する事項、事業者選定、契約及びトラブル解決等

の相談対応を行う「空き家専門相談窓口」として位置づける。 

また、空き家相談業務の成果として、所有者等による空き家対策が着実に実行されるよう、

各関係団体の会員事業所を「空き家商談窓口」として位置づけて、空き家ビジネスの育成強化

を図る。 

 

 

  

■ ねらい；相談窓口と相談員の連携体制づくり 

多様な空き家問題の解決を促進するため、松江市をモデルに、あらゆる相談をワンストッ

プで受け付ける総合相談窓口と各分野の専門家・相談窓口等が連携して適切に相談対応に当

たる相談ネットワークを構築する。 

図２ 空き家相談ネットワーク概念図 
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 ①-2 空き家総合相談員、空き家相談員との連携のあり方の検討（Ｈ30年度）  

ａ．空き家総合相談員 

空き家総合相談窓口の窓口担当者を“空き家総合相談員”とし、あらゆる空き家相談をワン

ストップで受け付け、空き家問題解決の方向性や具体化に向けた手順・相談先等に関するアド

バイスを行う。相談内容の一部に専門的な内容を含む場合は、決してたらい回しにしないよう

“空き家専門相談員”に照会して回答を求めた後、相談内容全般に関する総合的アドバイスを

行う。ただし、受け付けた相談内容のすべてが専門的内容である場合又は総合相談窓口で回答

できない内容（事業者選定、商談・契約及びトラブル解決等）を含む場合には、断った上で“団

体相談窓口”に取り次いで対応を依頼する。 

ｂ．空き家専門相談員 

空き家総合相談窓口には、専門的内容に関して“空き家総合相談員”を補助する“空き家専

門相談員”を配置する。空き家専門相談員は、原則として照会された事項について総合相談窓

口に回答するが、必要に応じて相談者に直接回答する。 

 

② インターネットを活用した相談支援システムの整備（Ｈ30～31年度） 

 ②-1住宅相談支援システム開発方針検討（Ｈ30年度）  

空き家総合相談員と空き家専門相談員の連携の円滑化・迅速化及び相談の受付・取次・記録・

情報共有等の相談業務の合理化を進めるとともに、相談イベント会場や相談窓口での直接的連携

の他メール、テレビ電話等を活用した消費者への相談対応の多様化を図るため、インターネット

を活用した住宅相談支援システムのあり方（住宅センター開発システムとの共用化）について検

討する。 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 なお、Ｈ31年度は、以下の住宅相談支援システム開発、試行及び運用を行う。  

ａ．システム概要 

●Ｗｅｂ技術を用いたクラウドサービスとして構築（端末に専用ソフトの導入不要） 

ｂ．システム機能 

●相談員向け機能～相談員管理機能（ＩＤとパスワードで認証） 

●   〃   ～相談記録管理（受付と回答を登録、閲覧可能） 

●   〃   ～相談員間連携機能(取次の依頼・回答受取・回答) 

●   〃   ～相談員掲示板（相談記録及び関連情報の共有） 

●情報共有機能 ～相談事例登録（個人情報を削除視した事例の自由閲覧） 

●   〃   ～統計情報表示（登録データの集計・表示、ＣＶＳファイル出力） 

●相談者向け機能～相談事例検索（事例登録をカテゴリ別に表示） 

●   〃   ～インターネット相談（相談依頼、受付番号により閲覧可能） 

●   〃   ～相談予約（面談・ＴＶ相談の予約・予覚状況表示） 

  

共用システム整備 
松江市ネットワーク 

全県ネットワーク 

（H３０開発） 

松江市住宅総合相談窓口 

その他相談者 松江市相談

センター住宅総合相談窓口 

図３ インターネットを活用した相談支援システムの整備 
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２）ＰＪ２／空き家相談員育成・支援 

 

 

 

 

 

① 空き家相談業務支援ツールの作成（Ｈ30年度） 

  ①-1 空き家所有者等意思決定支援ソフトの開発   

どうしてよいか分からない空き家所有等に対して、空き家相談員が空き家対策に関する意思決

定を支援するため、空き家所有者等が希望する複数の選択肢の有効性について比較検討できるシ

ミュレーションソフトを開発する。 

ａ．ソフトの概要 

２種類の入力シート（「所有者情報シート」、「所有者選択シート」）、２種類のシミュレ

ーション結果（「所有継続シミュレーション結果［適正管理、放置］」、「希望パターン別シ

ミュレーション結果」）及び試算用データで構成する「シミュレーション基礎データシート」

を用いて、所有者が希望する３パターンについて今後 25年間のコスト、リスク及び実現可能性

についての比較検討を行うことができるものである。 

ｂ．ソフトの活用 

当該システムは、相談員が相談者へのヒアリングを通じて入力しシミュレーション結果を空

き家所有者等の意識啓発及び意思決定に活用するが、一般に広く利用されることにより空き家

対策に関する社会的関心を高めるため、操作が容易な簡易版を財団ホームページ上で公開する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①-2 空き家相談員支援ガイドブックの作成    

多様な相談をワンストップで受け付ける空き家総合相談窓口を担当する相談員を支援するため、

相談者のライフプランに応じた総合的なアドバイスや専門相談員への的確な取次などの窓口業務

に必要な知識・情報を１冊に集約したガイドブックを作成する。 

ａ．空き家相談の窓口対応と連携方法 

多様な相談窓口及び専門家が連携する空き家相談ネットワークの仕組み、並びに空き家総合

相談窓口における受付と相談対応の方法及び専門相談員への取次方法について解説する。 

ｂ．空き家所有者等意思決定支援ソフト説明書 

空き家相談員が“空き家所有者等意思決定支援ソフト（相談員向け）”を有効に活用して、

空き家所有者等の意思決定をサポートできるよう、ソフト利用の条件、方法及びシミュレーシ

ョン結果に基づくアドバイスの方法等に関する説明書を作成する。 

■ ねらい；空き家相談の担い手づくり 

総合相談窓口及び関係団体相談窓口において、多様な空き家問題に対して適切な助言・提案を

行うことができる相談員を育成・支援するため、相談対応をサポートする業務ツールを整備するとと

もに、基礎知識の習得と相談スキルの向上を継続的に研修する仕組みを検討する。 

空き家所有者等意思決定支援ソフトの開発 

所有者情報シート 
所有継続シミュ 

レーション結果 
所有者選択シート 

（３パターン） 

選択パターン別シミ

ュレーション結果 

シミュレーション基礎データシート 

相談員向けソフトとして活用 

（ 詳 細 版 ） 

一般向けソフトとして公開 

（ 簡 易 版 ） 

図４ 空き家所有者等意思決定支援ソフトの開発 
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ｃ．空き家相談の基礎知識とＱ＆Ａ 

空き家総合相談窓口を担当する相談員が、空き家対策に関する各分野の基礎知識を習得し、

何をどうすればいいのか、誰に何を相談すればいいのか等のガイダンスができるよう、相談内

容別に基礎知識及び想定問答を分かりやすく整理した“空き家相談Ｑ＆Ａ”を作成する。 

ｄ．空き家活用早分かり事例集 

空き家活用に関する多様な事例紹介を通じて、空き家所有者等の資産活用意欲を高めるため、

国及び県内の成功事例を収集し、利用目的及び整備手法等に分かりやすく整理した“空き家活

用早分かり事例集”を作成する。 

ｅ．参考資料 

空き家対策の推進に関する特別措置法及び関係法令、空き家対策に関する各種支援制度、用

語解説及び空き家に関する統計資料等を掲載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 空き家相談員の育成（Ｈ30～31年度） 

  ②-1 空き家相談員登録制度の創設（Ｈ30年度）  

多様な空き家相談に的確に対応できる空き家相談員を計画的に育成し、空き家所有者等に安心

して相談してもらうことができるよう、“空き家相談員登録制度”を創設する。 

空き家相談員の要件は、空き家対策等に関する基礎知識、窓口での相談対応能力及び相談能力

の継続向上意欲を有することとし、登録研修修了者を登録しホームページで公開する。 

 

 

 

 

 

  

 

  ②-2 空き家相談員研修の実施（Ｈ30～31年度）  

空き家相談員を登録し継続的に育成するため、行政機関及び関係団体の協力により、毎年度定

期的に“空き家相談員登録研修会”及び“空き家相談員スキルアップ研修会”を開催する。 

ａ．空き家相談員登録研修会の開催 

空き家相談員支援ガイドブックをテキストとし、空き家相談員の新規登録及び登録更新（５

年更新）のための研修会を開催する。 

ｂ．空き家相談員スキルアップ研修会の開催 

空き家相談員の継続的な相談能力の向上を図るため、他県の先進的相談事例の紹介、身近な

相談事例・問題解決事例の報告及び意見交換を主題とした相談員参加型のスキルアップ研修を

県内各地域で開催する。  

②相談窓口での対応能力 
所有者等への助言・提案 
専門相談員等への取次 

①空き家対策等の基礎知識 
各専門分野の基礎知識 
関係法令・支援制度等 

③相談能力の継続向上意欲 
スキルアップ研修会への
参加義務 

図６ 空き家相談員の登録要件 

○ 空き家所有者等意思決定支援ソフト説明書 

空 き 家 相 談 員 
支援ガイドブック 

○ 空き家相談の基礎知識とＱ＆Ａ 

○ 空き家活用早わかり事例集 

○ 空き家相談の窓口対応と連携方法 

○ 参考資料（法令、支援制度、用語解説等） 

図５ 空き家相談員支援ガイド

ブックの構成 
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３）ＰＪ３／多様な空き家相談事業の実施 

 

 

 

 

 

① 既存相談窓口での相談対応の強化（Ｈ30～31年度） 

  ①-1 空き家相談窓口等の周知   

空き家所有者等及び地域住民による相談窓口の円滑かつ適切な利用促進を図るため、広報誌や

情報メディア等を積極的に活用して、松江市内に設置された相談窓口へのアクセス情報を発信す

るとともに、窓口相互の役割分担及び連携体制についてチラシを作成し、広く周知する。 

ａ．空き家相談窓口アクセス情報の発信 

空き家所有者等に対して何を何処にどう相談すればいいのかを分かりやすく伝えるため、相

談窓口の所在、相談内容及び相談の受付時間・方法等のアクセスに必要な情報・表現を統一化

し、広報誌、チラシ、メール、ホームページ等を利用して広く周知する。平成 30年度はチラシ

を作成・配布する。 

 ｂ．空き家相談ネットワーク体制の周知 

空き家所有者等が空き家相談の仕組みを理解した上で適切な相談窓口を選択することができ

るよう、多様な相談を一元的に受け付ける“総合相談窓口”と各分野の専門的な相談を受け付

ける“団体相談窓口”とで構成する松江市内の相談ネットワーク体制について広報誌、チラシ、

メール、ホームページ等を利用して広く周知する。平成 30年度はチラシを作成・配布する。 

 

 ①-2 空き家問題に関する総合相談機能の強化    

総合相談窓口に総合相談員を配置し、相談者からの多様な相談を一元的に受け付け、専門相談

員及び各団体相談窓口と連携して適切な助言・提案を行うとともに、空き家対策に関する相談者

の不安解消と主体的取組みを支援するため相談後のフォローアップ体制を整備する。 

ａ．意識啓発と意思決定支援の強化 

総合相談窓口では、空き家対策について無関心な所有者やどう取り組んでよいか分からない

所有者等を主な対象とし、空き家問題に関する具体的な取り組みへの糸口を掴むことができる

よう、空き家所有者等意思決定支援ソフト等を活用しての適切な助言・提案を行う。 

また、周辺に悪影響を及ぼしている住宅の特定空き家化の防止及び高齢者のみの世帯など近

い将来空き家になる可能性のある住宅の空き家化の未然防止を図るため、所有者及び相続予定

者等に対して相談対応を通じた啓発を行う。 

《総合相談窓口における主な相談指導事項》 

 空き家対策方針が固まらない所有者等への意思決定支援 

老朽危険住宅（特定空き家を含む）所有者等への適正管理・除却指導 

高齢者単独世帯及び空き家相続予定者への空き家発生予防指導 

ｂ．相談者へのフォローアップ体制の整備 

空き家所有者等の空き家問題に関する方針決定及び取組みの進捗に応じたきめ細かい支援を

行うため、相談結果・相談履歴等を記録した空き家相談台帳を作成し、台帳に搭載された相談

者に対する関連情報の提供やヒアリング等を通じて相談後のフォローアップを行う。 

 

② 多様な相談機会の提供（Ｈ31年度～） 

  ②-1 インターネットを活用した多様な相談機会の提供   

仕事、身体機能又は交通手段等の関係で相談窓口を利用できない空き家所有者等に相談機会を

■ ねらい；空き家相談の場・機会づくり 

空き家問題の解決に向け、空き家所有者等による方針決定及び具体的取組み、並びに地域住

民による連携した取組みを促進するため、既存相談窓口での相談対応の強化を図るとともに多様

な相談・啓発機会を提供する。 
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提供するため、相談窓口の業務時間内における面談や電話による相談以外に、空き家相談支援シ

ステムを活用しパソコンやスマートフォンからのメール相談やテレビ電話相談などの時間や場所

に制約されない多様な相談対応を実施する。 

ａ．メール相談の実施 

時間的制約により空き家総合相談窓口に相談できない方には、メールによる相談の受付及び

回答を行うとともに、これに合わせてメール会員登録を促進し空き家問題解決に関する様々な

知識やイベント開催等の情報提供を行う。 

メール相談は、転送機能を活用することにより相談の取次及び回答など相談員間の連携の円

滑化・迅速化等が図られるため、相談員の業務負担の軽減にも大きなメリットがある。 

ｂ．テレビ電話相談の実施 

事情により相談窓口に出向けないが相談員から直接アドバイスを受けたい方には、事前予約

をした上で指定時間にテレビ電話相談を実施する。 

テレビ電話では相談者と複数の相談員によるテレビ会議も可能であることから、多様な問題

を抱える相談者に一度にアドバイスする必要がある場合には極めて有効な手段となる。 

 

 ②-2 空き家相談・啓発イベントの開催    

空き家所有者等に対する相談機会のさらなる拡充及び一般消費者の空き家問題への関心を高め

地域社会における空き家問題解決を促進するため、多様な相談・啓発イベントを開催する。 

ａ．空き家セミナー＆相談会の開催 

常設相談窓口における受動的な相談対応ばかりでなく、様々な課題をテーマとしたセミナー

と相談会を組み合わせたイベントを開催する。外出が困難になる高齢者を対象とし地区公民館

等で開催する出前式相談会や盆・正月に帰省する相続予定者を対象とした実家問題相談会など

多様なイベント開催に取り組む。 

ｂ．総合的空き家イベントの開催 

空き家所有者等の空き家問題に関する意識レベルや解決プロセスの段階に応じた多様な相談

ニーズに対応するため、基礎知識の習得や意思決定の支援を必要とする者を対象とした“空き

家ガイダンス”、意思決定後の専門的アドバスを必要とする者を対象とした“空き家相談会”

及び事業者を選定し事業着手を希望する者を対象とし、併せて空き家ビジネスの育成を目的と

する“空き家商談会”を同時に開催する総合相談イベントを開催する。 

集客効果の高いイベントとするためには、誰でも気軽に立ち寄れ楽しみながら情報入手・学

習ができる場として恒例行事化し地域社会に広く認知され必要があることから、講演会や関連

情報・商品の展示・販売等を組み合わせた総合的空き家イベントのあり方を検討する。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

③ インターネットを活用した相談システムの整備（再掲）    

 ③-1 既存の相談体制と連携した松江市モデルの検討    

・Ｐ５の「３）インターネットを活用した相談システムの整備」参照。  

空 き 家 相 談 会 

空き家ガイダンス 

空き家相談会 

空き家商談会 

講演会・関連イベント等 

住み替え講演会 

リフォーム展示 

空き家活用展示 

在宅福祉機器展示など 

図７ 空き家相談会と講演会関連イベントの開催 
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（３）成果 

平成 30年度の成果としては、今後の空き家相談ネットワークのあり方を検討し、その構築に向

けた取組みを進めるため「空き家相談窓口案内チラシ」を作成する他、空き家相談窓口を担当す

る相談員等を支援するため、空き家対策のシミュレーションが可能な「空き家所有者等意思決定

支援ソフト」の作成及び空き家所有者等の相談者のライフプランに応じた総合的なアドバイスや

専門相談員への的確な取次などの窓口業務に必要な知識・情報を１冊に集約した「空き家相談員

支援ガイドブック」を作成した。 

また、空き家相談員を継続的に育成するための「しまね空き家相談員登録制度」及び「空き家

相談員の研修制度」のあり方を検討した。 

 

① 空き家相談窓口案内チラシの作成 

   ～“ＰＪ１／地域の専門家との連携体制構築”、“ＰＪ３／多様な空き家相談事業の実施”関連 

空き家の所有者に対して、空き家問題に関する意識啓発を図るとともに、総合相談窓口、専門

相談窓口及び商談窓口の連携体制、並びにそれぞれの窓口の役割分担及びアクセス方法等を周知

するためのチラシを作成した。来年度以降、松江市及び関係団体のホームページへの掲載及び窓

口配布により、一般に情報提供することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図８ 空き家相談窓口の案内チラシ（抜粋） 
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② 空き家相談業務支援ツールの作成 

～“ＰＪ２／空き家相談員育成・支援”関連 

ａ. 空き家所有者等意思決定支援ソフトの開発 

空き家をどうしてよいか分からない空き家所有等の意思決定を支援するため、空き家対策につ

いて、希望する複数の空き家対策の選択肢の有効性を比較検討できるシミュレーションソフト※

を開発した。 
※ マイクロソフト社のエクセルを利用（状況等に応じて変更することもできるよう配慮） 

 

意思決定支援ソフトは、標準版（空き家相談員が使用）と簡易版（一般に公開）で構成し、そ

れぞれの役割は、図９に示すとおりである。また、標準版は、入力シート、結果シート、基礎デ

ータ・計算シートから構成した。（図 10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎データ・計算シート 

 

 

基礎データシート 

図 10 標準版の構成 

 
所有者情報入力シート 結果シート（出力） 

シミュレーションシート 

空き家対策手法選択 
（３パターン以内） 

現状維持 選択パターン 

単価・数量等）／25年間コスト推計 

啓発（注意喚起）コメント 

コスト比較  

啓発コメント 

相談員助言  

所有者/建物/土地等 

支援ソフトの種別 

図９ 意思決定支援ソフトの標準版、簡易版の位置づけ 

■ 空き家所有者等意思決定支援ソフト（シートの抜粋） 

現在の空き家を 25年間持ち続けた場合と、解体、売却、改修して賃貸などの計９パターンか

ら選択してシミュレーションが可能とした。なお、必要に応じて単価等は変更可能である。 
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図 13 計算シート 
６）結果シート 【整理番号】 1

①所有者情報
所在地 所有者年齢 空き家のタイプ

松江市北堀町 63歳 自己利用

②敷地・建物情報

敷地面積（㎡） 敷地の所有関係 駐車場台数 構造・階数 延床面積（㎡） 建築時期 劣化状況
土地の評価額

（千円/㎡）

200 自己所有 1台 木造２階 100 S55年以前
部分的に劣化（改

修が必要）
30

③周辺環境

市街地特性 利便施設までの距離 前面道路幅員との関係 隣地との関係

市街地類型 市街化区域 災害区域指定 駅（JR、電鉄） バス停 病院（総合病院） 小学校 前面道路幅員 道路高低差 隣地高低差

密集市街地（漁村
を含む）

内 外 1～5km以内 0.5km以内 0.5km以内 1～5km以内 ４～6m未満 高低差なし 高低差なし

①管理限界 12 年後 ②所有限界 22 年後

パターン

０～５年 ６～10年 11～15年 16～20年 21～25年

相談者年齢 68歳 73歳 78歳 83歳 88歳

管理限界 ○

所有限界 ○

-3,047 千円

-122 千円

-4,750 千円

-190 千円

3,149 千円

126 千円

2,296 千円

92 千円

↑マイナスは支出

注）本結果は、ある想定のもとにシミュレーションしたものですので、結果は目安であり実態とは異なる場合があります。

相談員の
コメント

【手書き入力欄】

総合評価
【手書き入力欄】

特定空家
リスク

建物保全リスク
実現可能性
（契約・処分）

・自力で維持管理できる限界、これを超えると他者への委託料が発生す
ると仮定。

・所有者〔管理者）が管理委託しておらず、年齢が75歳を超える場合に管
理限界に到達していると想定。

・所有限界までに相続できない又は相続者が管理できない状況があると放置空き家化し周辺に悪
影響を及ぼす。さらに一定期間を経ると特定空き家化のリスクが発生する。

・管理限界から10年後と想定。有限界後の活用は解体後売却と仮定。

対策方法 シミュレーション結果

希望③

希望②

希望①

現状継続
（今の空き家を自
己管理しながら持

ち続けた場合）

A　自己管理

A　自己管理

A　自己管理

A　自己管理

Ⅲ　外部が劣化
し、改修を検討す

る必要がある

Ⅰ　市場での流
通の可能性あり

―

総コスト
（25年間の累積

保有コスト）

25年間の年平均
保有コスト

A　自己管理 E  改修賃貸
E2  改修賃貸(継

続)
E2  改修賃貸(継

続)

A　自己管理 A　自己管理 A　自己管理 H　解体土地売却

・本シミュレーション結果を踏まえると、このまま保有しているよりも、解体して土地を売却か、現状のまま売却することが考えられます。
・しかし、空き家対策の意思決定にあたっては、コスト面や上記のリスクだけでなく、空き家に対する思い、維持管理の手間、仲介手数料など本検討
で考慮していない様々な事柄を検討する必要があります。

H　解体土地売却

A　自己管理 G　現況売却

・今の空き家をずっと持ち続ける場合は、固定資産税などの税金が毎年発生し、25年間の累積で約300万円、年間で約12万円の経費がかかります。
・住宅は、外部が劣化しており改修が必要となりますので、ゆくゆくは改修費も必要となります。
・一方、今の空き家は比較的便利な場所に建っており、市場性も認められます。
・自分が住む予定がないのであれば、改修し賃貸に出すことも考えられます。しかし、改修費が高くなると、家賃では改修費を25年間で回収すること
が難しい結果となりました。
・シミュレーション結果からは、早い時期に解体して土地を売却するか、現況のまま売却することが考えられます。

図 14 結果シート 

注）実施にあたり、ソフトの内容を一部変更する場合がある。 

図 12 所有者等情報入力シート シミュレーションの対象となる空き家対策手法（９パターン） 

 

 

 

 

 

 

図 11 空き家対策の選択パターン 

図 16 第４章の目次 
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ｂ 空き家相談員支援ガイドブックの作成 

窓口相談業務に必要か知識・情報を１冊に集約したものである。目次を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 15 空き家相談員支援ガイドブックの目次 

図 16 第４章の目次 
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■ 空き家相談の基礎知識とＱ＆Ａ（抜粋） 

各Ｑ＆Ａでは、空き家相談員の的確な情報提供やアドバイスを助けるため、新基礎知識の解

説を行った上で、回答例を掲載した。 

図 17 Ｑ＆Ａの構成 
図 18 Ｑ＆Ａの抜粋（その１） 

図 19 Ｑ＆Ａの抜粋（その２） 図 20 Ｑ＆Ａの抜粋（その３） 
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③ 空き家相談員の登録・研修制度の整備 

ａ．しまね空き家相談員登録制度の検討 

空き家相談員の登録要件や制度の仕組みを検討し、実施要綱（案）を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 21 しまね空き家相談員登録制度の概要 

 

図 22 しまね空き家相談員登録制度実施要綱 
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ｂ．研修の実施 

空き家相談員を登録し継続的に育成するため、 

行政機関及び関係団体の協力により、毎年度定期 

的に“空き家相談員登録講習会”及び“空き家相 

談員スキルアップ研修会”を開催する。 

平成 30年度は、平成 31年 2月 22日に「すま 

まちプラザ 3階 セミナールーム」において、「空 

き家相談員研修会」を開催した。 

 

 

 

  

図 23 空き家相談員スキルアップ研修制度の概要 

写真３ 空き家相談員研修会 
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３．評価と課題 

本プロジェクトにより、既存の相談ネットワークを活用しながら、松江市内居住の空き家所有者

のみならず、遠隔地に居住する子どもなどの「親の空き家対策」など、多様な相談に対応できる相

談ルートと、相談員の育成及び業務支援の基盤がある程度整ったと考えている。また、空き家所有

者の空き家対策の意思決定を支援する仕組みとツールが用意できた。これらの成果をもとに、次の

具体的な取組みの展開を見据えた場合、以下の成果と課題が挙げられる。 

① 相談窓口の役割分担の明確と窓口間連携の円滑化 

相談窓口の役割分担が明確となり、相談窓口間の連携の円滑化が図られた。 

今後、相談支援システムを開発し、相談員間の連携の円滑化を図る必要がある。  

② 相談員の登録と相談業務のスキルアップ 

相談員の登録を拡大するとともに、相談員の相談業務に対するスキルアップ研修の定着・充実を

図る必要がある。 

③ 相談ルートの多様化と相談機会の一層の拡充 

相談ルートの多様化と住民の身近な相談会開催など、相談機会の一層の拡充が必要である。 

 

４．今後の展開 

  このプロジェクトは２カ年事業として提案したものであり、来年度事業が採択となれば、今回の

成果をもとに、相談支援システムの開発とメール・ＴＶ電話相談及び空き家相談事業を実施するとと

もに、空き家相談員の研修や、相談者へのフォローアップ体制の整備、空き家セミナー・相談会の開

催、総合的空き家イベントを開催することなどを計画している。（次ページ 表４参照）  
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表４ 松江市における空き家対策推進研究プロジェクト検討状況 

事  業  内  容 H30 H31 

PJ１／ 

地域の専門

家等との連

携体制の構

築に関する

取組み 

（１）空き家相談ネットワークの検討 

空き家総合相談窓口の整

備と連携 

①空き家総合相談窓口の整備 

②空き家専門相談窓口との連携 

 

空き家総合相談員と専門

相談員との連携 

①空き家総合相談員の配置 

②空き家専門相談員の配置 

 

（２）インターネットを活用した相談支援システムの整備 

住宅相談支援システム開

発方針の検討 

住宅相談支援システム開発方針

の検討 

 

住宅相談支援システム 

開発、試行及び運用 

 住宅相談支援システム 

開発、試行及び運用 

PJ２／ 

空き家相談

員 育 成 ・ 支

援に関する

取組み 

（１）空き家相談業務支援ツールの作成 

空き家所有者等意思決定

支援ソフトの開発   

空き家所有者等意思決定支援ソ

フトの開発 

 

空き家相談員支援ガイド

ブックの作成 

空き家相談員支援ガイドブックの

作成  

 

（２）空き家相談員の育成 

空き家相談員登録制度の

創設 

空き家相談員登録制度の創設  

空き家相談員研修会の開

催 

①空き家相談員登録研修会の開

催 

 

①空き家相談員登録研修

会の開催 

②空き家相談員スキルアッ

プ研修会の開催 

PJ３／ 

空き家相談

事業の実施

に関する取

組み 

(１)既存相談窓口での相談対応の強化 

空き家相談窓口等の周知   

 

①空き家相談窓口アクセス情報の

発信 

②空き家相談ネットワーク体制の

周知 

 

空き家総合相談機能の強

化  

①意識啓発と意思決定支援の強

化 

①意識啓発と意思決定支援

の強化 

②相談者へのフォローアッ

プ体制の整備 

（２）多様な相談・啓発機会の提供 

インターネットを活用した

多様な相談機会の提供 

（再掲）  

既存の相談体制と連携した松江市

モデルの検討 

①メール相談の実施 

②テレビ電話相談の実施 

空き家啓発・相談イベント

の開催  

 ①空き家セミナー・相談会

の開催 

②総合的空き家イベントの

開催 

 

■事業主体概要・担当者名 

設立時期 平成 28年 7月 

代表者名 (一財)島根県建築住宅センター 理事長 吉田恭之 

連絡先担当者名 (一財)島根県建築住宅センター 総務課長 神移由起子 

連絡先 
住所 〒690-0842 島根県松江市東本町二丁目 60番地 

電話 0852-26-4577 

ホームページ http:// www.shimane-bhc.or.jp/ 

 


